（Ｈ24年10月）

· 日本は中国と今後どう向き合っていくべきでしょう？
2012年9月11日、尖閣諸島の日本政府による国有化を契機に、中国国内での反日デモがエスカレートしていきました。連日、常軌を逸した日本企業や製品に対する破壊活動をテレビで目の当たりにするにつけ、中国という国の未熟さを痛烈に感じた方が多かったのではないでしょうか。かつて、孔子を始祖として礼節や思いやりを重んじる儒教の教えが浸透していたはずの中国は、いったいどこへ行ってしまったのでしょう？
近年、日本と中国の関係は、経済という観点から捉えると、お互いになくてはならない存在になっていることは歴然とした事実です。2011年の日本の輸出相手国の第1位は中国（19.4％）、第2位アメリカ（15.3％）第3位韓国（8.0％）第4位台湾（6.2％）第5位香港（5.2％）、以下東南アジア諸国が続きます。中国は2009年からアメリカを抜いてトップに立っています。また、輸入相手国も第1位は中国（21.5％）、第2位アメリカ（8.7％）第3位オーストラリア（6.6％）第4位サウジアラビア（5.9％）第5位アラブ首長国連邦（5.0％）となっています。人件費の安い中国で生産して日本に輸入するという貿易スタイルが定着したことによるもので、第3位から5位に関しては、資源・エネルギー価格の高騰に伴って金額が増えたことが影響したようです。

2010年に日本を抜き、GDP世界第2位の経済大国となった中国。日本の26倍の国土と13億4千万（日本の11倍）の人口を有し、それらを背景に着々と軍事力を増強して周辺諸国に圧力をかけ続ける国。共産党一党支配政治の弊害として生じた腐敗による貧富の格差、中国沿岸部と内陸部の地域格差、人口の94％を占める漢民族とその他の民族との人権紛争。様々な矛盾を抱え、その矛先が共産党に向かないように常に敵国を作っておかなければならない国内事情。残念ながら、今の政治体制が続く限り、これら諸問題の根本的な解決には至らないように思えてなりません。
このまま中国にしがみつくのか？それとも脱中国の路線に舵を切るのか？日本の企業は、今、重大な岐路に立たされています。
先日、テレビで中国からの撤退は一筋縄ではいかない事例が報道されていました。今から16年前に安い労働力を求めて中国に進出した電気部品製造の中小企業がありました。この会社は年々高騰する人件費や材料費によって経営に行き詰まり、中国から撤退しようとしたところ、雇用を守って税収を確保したい中国当局の許可がなかなか下りず、また、2008年1月から施行されている中国の労働契約法に基づく「経済補償金（年収相当額を限度とする勤続年数に応じた額）」の支払いをめぐって従業員と対立し、社長がホテルに軟禁状態にあっていたところ、隙を見て何とか日本に逃げ帰ったとのことでした。しかし、結局この会社の日本の本社も倒産に追い込まれたそうです。
私見を言わせてもらえれば、巨大な人口を背景にかげりがあるとはいえまだまだ成長力のある中国市場ですが、総合的かつ長期的な目で見れば、信頼関係に基づいた安心・安定したパートナーシップを保つことはできないのではないか、と思わざろう得ません。当面は今までと同様に協力関係を維持しつつも、徐々に距離を置き、他の成長著しいアジア諸国（特に精神的な基盤を共有できるタイやベトナムといった仏教国）との関係強化を図っていくべきではないでしょうか。国家も人間も、真に信頼関係を築くことができるかが最も重要と考えます。　（工藤克己）
